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－総括１－ 

 
 

新規事業及び重要事業総括表 
 
 
Ⅰ 総 額 
 
 【一般会計】 

区分 平成２４年度 平成２３年度 伸び率
予算総額 ２３１,０９３,３５５千円 ２３０,３６４,４９６千円   ０.３％

一般会計構成比        １３.８%        １３.６%    － 
 
  【公営競技事業特別会計】 
   予算総額  ３２,０２９,５４４千円 ３６,７７１,０８７千円 △１２.９％

 
 
 
Ⅱ 主な新規事業および重要施策                     （単位 千円） 
 
 １ 人づくり・教育を高める分野 
  Ｐ １      私学助成                              【学事課】 ４６,８４１,７８７ 
     
 ２ 環境を守り育てる分野 
  Ｐ ４     県有施設における地球温暖化対策の積極的推進 

                             【管財課】    ３４１,４０４ 
                                       
 ３ その他の分野（埼玉の成長を支える取組） 
  Ｐ ５  新規  埼玉県景気動向指数の作成・公表    【統計課】       ３８８ 

  Ｐ ６   一部新規 納税者の利便性向上と税収確保体制の整備 

                     【税務課・特別徴収対策課】    ４５７,２１９   

                    （うち、埼玉県ふるさと創造資金   １３,０００）  
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私 学 助 成  

 

担当 学事課 高等学校担当、幼稚園担当   

内線 （高校）２５５８ （幼稚園）２５６０  

１ 概 要 

   

  私立学校運営費補助   … ・補助総額を前年度比１．２％増 

  父母負担軽減事業補助  … ・高 校 全国トップレベルの補助制度を引き続き実施 

               ・幼稚園 家計急変世帯への補助を引き続き実施 

  耐震改修事業費補助    … ・私立学校に学ぶ子どもたちの安全の確保のため、県単独の耐震改

修事業補助制度を大幅に拡充 

                ・補助総額を前年度比８０．３％増 

 

２ 私立学校運営費補助（私立幼稚園特別支援教育費補助含む）【予算額】３６，２０１，２９０千円 

 ○ 主な学種の状況 
 

学種 補助総額 

小学校     ５６０，３５２千円

中学校   ２，２５４，９４６千円

高等学校（全日制）  １３，５９７，３９５千円

幼稚園 １９，４６９，５１７千円

３ 私立学校父母負担軽減事業補助             【予算額】１０，０００，４３２千円 

 ○ 高校については、全国トップレベルの父母負担軽減事業補助を引き続き実施 

  ・家計急変世帯や生活保護世帯に対しては授業料全額を補助 

  ・年収約５００万円未満の世帯まで県内私立高校の授業料平均額３６万円を補助 

    → 年収約５００万円未満の世帯については、ほぼ実質的な授業料無償化を継続 

 ○ 幼稚園については家計急変世帯の保育料の実質無償化を引き続き実施 

    → 市町村が実施する就園奨励費と合わせ、保育料全額（県内私立幼稚園平均）を補助 

４ 私立学校耐震改修事業費補助                 【予算額】６４０，０６５千円 

 ○ 高校の耐震化事業（耐震診断含む）（補助率１／６） 

  ・既存の国庫補助制度と合わせた場合は補助率１／２又は２／３ 

  ・補助対象校数 

    ４校に倍増（平成２３年度は２校） 

○ 幼稚園の耐震化事業 

  ・耐震診断  補助率２／３ 

    １７０園に拡充（平成２３年度は８１園） 

  ・耐震化工事 補助率（耐震補強）１／２ （改築）１／３ 

    １０園に拡充（平成２３年度は４園） 



平成２３年度

生徒一人当た
りの補助単価

定員内実員 補助総額 補助総額

（円） （人） （千円） （千円）

小　 学　 校 一般補助 247,700 2,379 560,352 542,294 +18,058

前年度比較 0 +81

中　 学 　校 一般補助 253,931 9,298 2,254,946 2,209,038 +45,908

前年度比較 0 +179

高 等 学 校 一般補助 ＊  274,059 49,201 13,483,995 13,245,966 +238,029

（全日制課程） 前年度比較 +3,319 +276

＜補助対象経費方式＞ 特別補助 113,400 104,760 +8,640
防災教育、体験活動の
推進等

　小計 13,597,395 13,350,726 +246,669

幼　 稚 　園 一般補助 172,437 107,022 18,388,510 18,255,097 +133,413

（学校法人立） 前年度比較 +823 +275

特別補助 399,920 399,920 0 預かり保育

541,156 542,920 -1,764

　小計 19,329,586 19,197,937 +131,649

102条幼稚園 一般補助 47,210 2,106 98,623 89,945 +8,678

（非学校法人立） 前年度比較 +230 +171

特別補助 19,160 19,160 0 預かり保育

22,148 22,148 0

　小計 139,931 131,253 +8,678

（中学部） 1,305,000 15 19,575 20,880 -1,305

前年度比較 0 -1

（高等部） 1,316,000 61 80,276 78,960 +1,316

前年度比較 0 +1

専 修 学 校 74,060 291 21,552 39,104 -17,552

（高等課程） 前年度比較 0 -237

専修・各種学校 22,630 8,707 197,040 186,155 +10,885

（専門課程等） 前年度比較 0 +481

36,200,653 35,756,347 +444,306

637 - 皆増

36,201,290 35,756,347 +444,943

＊補助対象経費方式のため、生徒一人当たりの補助単価は、補助総額を定員内実員で割って算出

前年度比較 備　考

特別支援学校

補　助　金　計

特別支援教育費補助

特別支援教育費補助

補助単価が増加するた
め、補助総額を増額

総　　合　　計

事　　務　　費
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平成２４年度　私立学校運営費補助　予算の概要

補助単価が増加するた
め、補助総額を増額

定員内実員が増加する
ため、補助総額を増額

定員内実員が増加する
ため、補助総額を増額

補助対象経費が増加す
るため、補助総額を増額

平成２４年度

学　　　　　種



　 一人当たり

区分 補助区分 補助単価 対象者数 補助額 対象者数 補助額 対象者数 補助額

（年額：円) （人） （千円） （人） （千円） （人） （千円）

幼　 稚 　園 保育料 家計急変世帯 238,000 528 125,664 527 125,426 1 238

小・中学校 授業料 家計急変世帯 200,000 43 8,600 35 7,000 8 1,600

高 等 学 校 授業料 家計急変・生活保護 授業料全額 52,972 8,845,642 52,921 8,966,918 51 -121,276

（全日制課程） 基準Ａ・Ｂ・Ｃ 360,000

基準Ｄ 240,000

その他 118,800

入学金
家計急変・生活保護
基準Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ

100,000 4,686 468,600 4,914 491,400 -228 -22,800

高 等 学 校 授業料
家計急変・生活保護
基準Ａ・Ｂ・Ｃ

237,600 2,856 425,914 2,731 409,153 125 16,761

（通信制課程） 基準Ｄ 200,000

その他 118,800

特別支援学校 授業料
家計急変・生活保護
基準Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ

240,000 30 9,494 30 9,140 0 354

その他 118,800

入学金
家計急変・生活保護
基準Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ

100,000 10 1,000 8 800 2 200

専 修 学 校 授業料
家計急変・生活保護
基準Ａ・Ｂ・Ｃ

237,600 471 66,173 485 68,146 -14 -1,973

（高等課程） 基準Ｄ 132,000

その他 118,800

61,596 9,951,087 61,651 10,077,983 -55 -126,896

高 等 学 校 授業料 基準Ⅰ 151,200 0 0 432 23,961 -432 -23,961

（県内全日制課程） 基準Ⅱ 61,200

高 等 学 校 授業料
家計急変・市町村民
税所得割非課税

131,200 0 0 763 27,409 -763 -27,409

（県外全日制課程） 生活保護 12,400

基準Ⅰ 41,200

特別支援学校 授業料
家計急変・生活保護・市町村
民税所得割非課税・基準Ⅰ 240,000 0 0 14 2,000 -14 -2,000

（県外） 基準Ⅱ 120,000

基準Ⅲ 48,000

0 0 1,209 53,370 -1,209 -53,370

61,596 9,951,087 62,860 10,131,353 -1,264 -180,266

49,345 50,701 -1,356

61,596 10,000,432 62,860 10,182,054 -1,264 -181,622

※　経過措置は廃止

◎　所得要件（総収入ベース）

基準Ａ　→　　年収約 ２５０万円 未満程度

基準Ｂ　→　　年収約 ３５０万円 未満程度

基準Ｃ　→　　年収約 ５００万円 未満程度

基準Ｄ　→　　年収約 ６０９万円 未満程度

平成２４年度　私立学校父母負担軽減事業補助 予算の概要

学　　　　　種

２４年度 ２３年度 前 年 度 比 較

県
　
　
内
　
　
私
　
　
立
　
　
学
　
　
校

　小　　　　　計　　　　　　　（Ａ）

経
　
過
　
措
　
置

　小　　　　　計　　　　　　　（Ｂ）
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合　　　　　　計　　　　　　（Ａ）＋（Ｂ）

事　務　費（C)

総　　　合　　　計　　　　　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）
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県有施設における地球温暖化対策の積極的推進 

  担当 管財課設備担当、営繕担当 

内線 ２５９８、２５９４ 

 

●目  的 

  県有施設の省エネ改修や緑化の実施、再生可能エネルギーを利

用した太陽光発電設備・太陽熱給湯設備の導入により、環境負荷

の低減を図る。 

●事業効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●予算額 ３４１,４０４千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地球温暖化対策の積極的な推進 

埼玉県地球温暖化対策実行計画である「ストップ温暖化・埼玉県庁率先

実行プラン」の着実な実行 

■省エネルギー、省コストの実現 

  高効率機器を積極的に導入し、使用電力量等を削減 

■温暖化対策の県民ＰＲ 

  県有施設における温暖化対策のための取組とその効果を県民にアピール

■県有施設エコオフィス化改修事業費       ２３３，７９８千円

 ・エコオフィス化改修（３施設）  

 ・高効率空調改修（１施設） 

■グリーン庁舎化推進事業費            ８４，１０６千円

 ・本庁舎及び地方庁舎等の緑化   

■再生可能エネルギー導入事業費            

 ・本庁舎に太陽熱給湯設備を導入           ３，５００千円

 ・自動車税事務所大宮支所庁舎に太陽光発電設備を導入（税務課） 

                                                （２０，０００千円）

■総合リハビリテーションセンターＥＳＣＯ事業   

                 実施期間：平成２４年度～３４年度

 ・ＥＳＣＯ事業を導入し、センターとしてＣＯ2 削減目標の達成と維持管

理費用の削減を実現 



新 規 
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埼玉県景気動向指数の作成・公表 

 

                         担当 統計課 経済分析担当 

                         内線 ２３２８ 

 

１ 目 的 

 埼玉県内の景気の現状や方向性を明らかにし、企業経営者等の経営判断、景気判断

に資するため、景気に敏感な動きを示す各種の統計データを統合した「埼玉県景気動

向指数」を毎月作成し、公表する。 

 

２ 必要性と効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３ スケジュール 

平成２４年度の前半を目途に平成元年以降の指数を公表し、以降、毎月公表する。 

 

４ 予算額  ３８８千円 

（内閣府作成）

《現状》 

 ・ 個々の指標から判断（鉱工業指数、家計消費支出、所定外労働時間指数など） 

 ・ 国の統計指標により代用（国の景気動向指数、四半期ＧＤＰなど） 

東日本 

大震災 

不動産バブル 

金融機関の 

相次ぐ破綻 

IT バブル崩壊

戦後最長の景気拡大 

（H14.1～H20.2） 

リーマン・ショック 

（H20.9） 

不動産バブル崩壊後の

景気後退 

《効果》 

・ 生産、消費、雇用などの動向を総合的かつタイムリーに把握 

・ 内陸型で中小企業の多い本県の産業特性を反映 

・ 景気の現状や方向性について国や他県との比較が容易 

＜活用例＞ （企業） 設備投資計画、従業員の採用計画、資金計画等 

      （行政） 経済見通し、産業・雇用政策、税収見積り等 

景気動向指数の作成・公表 

 

経済環境の悪化・地域差の顕在化 

リーマン・ショック   東日本大震災   歴史的な円高   生産年齢人口の減少 

埼玉経済の「今」を映し出す「鏡」

が不可欠に 

（参考）景気動向指数のイメージ 



一 部 新 規 
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納税者の利便性向上と税収確保体制の整備  

 

担当 税務課 総務・企画担当 

特別徴収対策課 

個人県民税対策・高額事案担当 

内線 ２６４０・２６４７       

 

納税者の利便性の更なる向上と、税収確保体制の整備を推進することにより、県税収入

の安定的な確保を図る。 

 

１ 納税者の利便性の更なる向上 

民間事業者のノウハウ・インフラを活用し、納税方法の多様化、県税事務所における

業務の民間委託を推進することにより、納税者の利便性の更なる向上を図る。 

 

（１）納税方法の多様化の推進 
    ～いつでも、どこでも納税できる環境の整備～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（２）県税事務所における業務の民間委託 

    ～スムーズな案内・親切で丁寧な対応～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県税事務所総合窓口の設置            ８０，４８６千円 

（窓口業務等民間委託の試行継続） 

・県税事務所に総合窓口を設置し、案内業務や受付業務を民間委託で実施 

・主な受付業務：法人二税の申告、納税証明書の申請、県税の収納 

・実施事務所：さいたま、川口、朝霞、春日部の各県税事務所 

自動車税コールセンターの運営               ９６，５７９千円 

・自動車税に関する電話応答業務を民間委託により実施 

（制度・各種手続きに関する案内、納付書の再発行依頼への対応など） 

拡大電子納税（マルチペイメント納税）      １８，１４０千円 

・対象税目：自動車税、個人事業税、不動産取得税等 

・利用手段：パソコン、携帯電話、金融機関ＡＴＭ 

・利用時間：２４時間３６５日（原則） 

コンビニエンスストア納税            ６４，７００千円 

・対象税目：自動車税、個人事業税、不動産取得税 

・利用可能店舗数：埼玉県内 約２，４００店舗（全国 約４５，０００店舗） 

・利用時間：各コンビニエンスストアの営業時間 



一 部 新 規 
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２ 大災害への備え  

大規模災害に備え、「県税バックアップシステム」の構築や、耐震性の低い自動車税

事務所庁舎を建て替えるなど、安全・安心を下支えするインフラを整備する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 個人住民税の徴収支援体制の強化  

県税収入未済額の約８割を占める個人県民税の納税率向上に向け、課税と納税の事務

を行う市町村に対する人的支援を拡大するとともに、人的支援の中で浮き彫りとなった

課題の解決に対する財政的支援を行うなど、個人住民税の徴収支援体制を強化する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 予 算 額 ４５７，２１９千円（うち、埼玉県ふるさと創造資金１３，０００千円） 

・県による高額事案の直接滞納整理 

・納期内納付等ＰＲ、徴収実務アドバイザー（国税ＯＢ）による助言 

・優秀な実績を挙げた市町村の表彰 

拡大チームによる短期集中派遣             （人的支援） 

・県税職員＋市職員によるプロジェクトチームで集中的に滞納整理 

・派遣先：個人県民税納税率が全国平均以下の市 

・平成２３年度：８市１９名→平成２４年度：１９市３３名 

・滞納整理マネジメント支援電算システムの導入や、給与からの特別徴収の推進に対

する市町村補助（「埼玉県ふるさと創造資金」で対応） 

新規個人住民税税収確保対策強化事業費補助     １３，０００千円 

直接支援、市町村の主体的な取り組み支援等     １１，７６５千円 

新規県税バックアップシステムの構築          ４９，６３４千円 

・予備税務システムの構築及び税務情報の遠隔地保管により、災害時に優先的に行

う税務業務の実施体制を確保 

（災害時に優先的に行う税務業務） 

①被災した法人・個人事業者が融資を受ける際に必要な納税証明書の発行 

②被災した納税者に対する県税の徴収猶予・減免措置 

新規自動車税事務所大宮支所庁舎の新築       １２２，９１５千円 

・耐震性の低い自動車税事務所庁舎について、県税事務所の再編を機に、１／４に縮

小して建て替え、来庁者の安全を確保 


